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平 成 2 7 年 7 月 1 0 日 

国土交通省告示第 857号 

改正 令和４年12月23日国土交通省告示第1289号 

 

 道路運送車両の保安基準（昭和26年運輸省令第67号。以下「保安基準」という。）第67

条第1項の規定により準用する同令第55条第1項に規定する国土交通大臣が定めるものは、

次の各号に定めるとおりとする。 

一 保安基準第61条第1項（制動装置の系統の数に係る部分に限る。）、第62条の2及び第65

条第1項の規定 

二 道路運送車両の保安基準の細目を定める告示（平成14年国土交通省告示第619号。以下

「細目告示」という。）第257条第1項第3号及び第5号、第258条第2項（協定規則第78号の

技術的な要件及び別添98に定める基準並びに制動装置の系統の数に関する部分に限る。）

及び第3項（制動装置の系統の数に係る部分に限る。）、第260条第1項第1号並びに第2項第

2号及び第3号、第264条第1項第3号、第266条第2項第1号、第268条の3第4項第1号、第273

条第1項第3号及び第5号、第274条第2項（制動装置の系統の数に係る部分に限る。）及び

第3項（制動装置の系統の数に係る部分に限る。）、第276条第1項第1号並びに第2項第2号

及び第3号、第280条第1項第3号、第282条第2項第1号並びに第284条の3第4項第1号の規定 

三 昼間のみ運行するものにあっては、第1号及び第2号に掲げる規定のほか、保安基準第

62条第1項及び第63条第1項の規定 

四 道路交通法（昭和35年法律第105号）第2条第1項第11号の3の身体障害者用の車椅子を

乗車装置とする特定小型原動機付自転車であって、車両前部に原動機を有するものにあ

っては、保安基準第66条の7第1号（他の交通からの視認性に関する部分に限る。）及び第

2号、第66条の9並びに第66条の10並びに細目告示第289条第2項（別添98に定める基準の

うち、後車輪の制動性能に係る部分に限る。）及び第302条第2項（別添98に定める基準の

うち、後車輪の制動性能に係る部分に限る。）の規定 

   附 則 

 （施行期日） 

1 この告示は、公布の日から施行する。 

 （国土交通省関係構造改革特別区域法第2条第3項に規定する省令の特例に関する措置及

びその適用を受ける特定事業を定める省令第1条の規定により準用する道路運送車両の

保安基準第55条第1項に規定する国土交通大臣が告示で定めるものを定める告示の廃止） 

2 国土交通省関係構造改革特別区域法第2条第3項に規定する省令の特例に関する措置及
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びその適用を受ける特定事業を定める省令第1条の規定により準用する道路運送車両の

保安基準第55条第1項に規定する国土交通大臣が告示で定めるものを定める告示（平成23

年国土交通省告示第296号）は、廃止する。 

   附 則 （令和4年12月23日国土交通省告示第1289号） 

 この告示は、公布の日から施行する。ただし、第1 条中道路運送車両の保安基準の細目

を定める告示第299条の2の改正規定、第312条の2の改正規定及び第326条の改正規定並びに

第2条中道路運送車両の保安基準第2章及び第3章の規定の適用関係の整理のため必要な事

項を定める告示第79条の改正規定は、道路交通法の一部を改正する法律（令和4年法律第32

号）附則第1条第3号に掲げる規定の施行の日から施行する。 


